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た。本事業は、平成 21 年度に機器の導入やカリキュラム開発の準備を行い、平成 22 年 4
月から「障がい者就労支援コーディネーター養成プログラム」として本格的に開講した。
本プログラムの開講科目は 8 科目（16 単位）で、その中の 4 科目（8 単位）が主題科目と
して平成 22 年度に開講された。 











する労働者の 1.8％（56 人以上規模の民間企業 1.8％、国・地方公共団体 2.1％、都道府県
等の教育委員会 2.0％、独立行政法人等 2.1％）に相当する障がい者を雇用しなければなら
ないとする「障害者雇用率制度」を義務付けている。この法定雇用率を満たさない企業か
らは納付金（不足 1 人につき 5 万円）を徴収しており、この納付金をもとに雇用義務数よ
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1.68％（平成 21 年 6 月 1 日現在）であり、法定雇用率の 1.8％を下回っている。さらに、
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開講科目は、全部で 8 科目（16 単位）であり、教養教育科目の主題科目として 4 科目（8
単位）、専門教育科目の共通専門教育科目の中で、障がい者就労支援コーディネーター教育
科目として 4 科目（8 単位）が開講される。科目名と主な内容を表 1 に示す。 
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表 1  障がい者就労支援コーディネーター養成プログラムの開講科目 
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図 2 履修の手引き 
本プログラムの開設とプログラムの趣旨や内容などを説明するために、概要や開講科目
などを記載した「パンフレット」（A4 版両面印刷）（図 1）とプログラムの具体的内容や履
















図 1 パンフレット 
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6. 平成 22 年度のプログラム受講申請者 
 
平成 22 年度新入学生のプログラム受講申請者は 64 名であった。各学部の人数はそれぞ
れ、文化教育学部 26 名、経済学部 13 名、医学部 10 名、理工学部 11 名、農学部 4 名であ
った（表 2）。 
 
 表 2 プログラム受講申請者数と内訳 



















学部 合計 文化教育学部 経済学部 医学部 理工学部 農学部
プログラム受講申請者 64 26 13 10 11 4 
図 3 志望の動機 
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が担当した。また、網谷綾香（文化教育学部）准教授と村久保雅孝（医学部）准教授がそ
れぞれの専門分野の立場から講義を行った。履修学生は、プログラム受講申請者 64 名中
33 名（全履修者 51 名）であった。受講学生の内訳は表 3 に示したとおりである。 
 
（2）障がい者就労支援の諸論理 
本科目は前学期集中講義として、平成 22 年 9 月 7 日（火）～9 日（木）の 1 校時～5 校
時に開講された。担当講師は、日本職業リハビリテーション学会長である、神奈川県立保
健福祉大学教授の松為信雄先生に依頼した。 
全履修学生は 144 名であり、その内プログラム受講申請者は 37 名であった。受講学生
の内訳は表 3 に示したとおりである。 
 
（3）高齢者や障がい者への生活・就労支援概論 







 本科目の全履修者は 192 名であり、本庄キャンパス 159 名、鍋島キャンパス 33 名であ
った。また、大学コンソーシアム佐賀を利用した他大学からの履修者はなかった。 







全履修学生は 73 名であり、その内プログラム受講申請者は 36 名であった。受講学生の
内訳は表 3 に示したとおりである。 
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表 3 各科目の履修者数と内訳 







平成 22 年度新入学生の本プログラムへの受講申請者は、64 名（平成 22 年 8 月 31 日現
在）であった。受講申請にあたって志望動機を調査したところ、「就職のため（19 名、
30.6％）」、「身近に障がい者がいるため（18 名、29.0％）」、「知識・スキル習得のため（17
名、27.4％）」、「その他（6 名、9.7％）」に分類され、「その他」以外の 3 つの回答がそれ





グラム受講申請者（以下「申請者」と記す）は全 64 名中 33 名（51.6％）であった。履修
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 「障がい者就労支援の諸理論」は履修者数 145 名であり、内申請者は 37 名であった。
集中講義であったことと、主題科目（第 4 分野）の単位として認定されることから、2 年
生以上の履修者が 108 名であった。また、1 年生で申請者以外の履修者はどの学部におい





 「高齢者や障がい者への生活・就労支援概論」は昨年度に引き続き e-Learning システ
ムを活用して行われたため、本庄キャンパス 159 名、鍋島キャンパス 33 名の合計 192 名






 「テクニカルエイド・コミュニケーションエイド概論」の履修者数は 73 名であり、そ







 専門教育科目群に属する「障がい者就労支援コーディネーター教育科目」の 4 科目は、
平成 23 年度と平成 24 年度にそれぞれ 2 科目ずつ開講する予定である。現在の申請者は
64 名であるが、主題科目の 4 科目を受講した申請者は、それぞれの科目で約半数であった。
その理由として、他の主題科目とのバッティングやキャンパス間の移動が挙げられた。 
そのため平成 23 年度以降では、現在開講している主題 4 科目も含めた開講曜日・校時
の調整が必要である。現在のカリキュラムでは、主題科目の開講曜日・校時は、水曜日の
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1・2 校時と木曜日の 1 校時に限定されており、障がい者就労支援コーディネーター教育科
目はそれ以外の曜日・校時での開講となる。 
そこで今後、できるだけ多くの学生が履修しやすい受講環境をつくるため、e-Learning
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